

全国広域連携市議会協議会
令和２年度活動方針
広域連携に関わる市は、これまで、一部事務組合や広域連合等における事務の共同処理制度を活用し、行政の効率化及び住民サービスの向上に努めてきたところである。

今後、人口減少・少子高齢化により社会構造が大きく変化する中、持続可能な行政サービスを提供するためには、地域の実情に応じた広域的な対応が不可欠であり、平成26年の改正地方自治法により、新たに設けられた連携協約をはじめ、事務の共同処理の仕組みを活用した地方自治体間の広域連携への取組がますます重要となっている。

また、令和元年12月20日に閣議決定された第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても、連携中枢都市圏、定住自立圏の推進など、まちづくりにおける地域連携を推進するための施策が明記されており、連携中枢都市圏及び定住自立圏の形成に取り組む地方自治体が増加している。
さらには、平成30年7月5日に発足した第32次地方制度調査会における諮問事項においても、圏域における地方自治体の協力関係が盛り込まれており、審議が行われているところである(※)。
よって、本協議会は、令和2年度において、今後の広域連携施策の充実に向け、下記の活動目標及び活動方法によりその実現を図る。

記
第１　活動目標
１　広域連携施策の推進について
連携中枢都市圏及び定住自立圏並びに一部事務組合や広域連合等の事務の共同処理等の広域連携施策を引き続き推進するとともに、都道府県を越えた地域の連携など多様な広域連携のあり方を視野に入れ、その推進に当たっては、地方自治体の意見を十分反映することを求める。
２　広域連携施策に対する財政支援について
広域連携施策に対する財政支援については、地方自治体の実情に応じて適切に措置することを求める。
　

３　連携中枢都市圏及び定住自立圏の取組について
連携中枢都市圏及び定住自立圏については、その推進経費に係る所要額を確保するとともに、今後も、地域の実情に応じた柔軟な連携を図ることができるよう、対象条件の更なる緩和及び財政支援措置の拡充を求める。
４　まち・ひと・しごと創生における広域連携施策について

まち・ひと・しごと創生における広域連携施策の推進に当たっては、積極的に地方自治体に情報提供するとともに、地方自治体の意見を十分反映することを求める。
５　今後の地方制度調査会において市町村間連携の強化を検討する際には、自治体の多様性、地域の抱える様々な課題を踏まえ、地方自治体の意見を反映するとともに、現在の広域連携の仕組みを尊重したうえで、各自治体が自主的、主体的に最適な手法で行えるよう検討すること。

※なお、平成30年7月5日に発足した第32次地方制度調査会は、令和2年6月17日第5回総会において答申案を了承しております（答申案は総務省HPからダウウンロードできます）。

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/singi/02gyosei01_03000176_00061.html）
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